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男男女女共共同同参参画画社社会会にに向向けけたた施施策策のの
総総合合的的なな推推進進

国内本部機構の
組織・機能等の拡充強化

男女共同参画会議は，その下に置かれた専門調査
会を積極的に活用しつつ，男女共同参画施策に係る
総合調整機能を最大限に発揮するよう努める。
平成２１年３月に内閣総理大臣より男女共同参画会

議に対してなされた次期計画の策定についての諮問
を踏まえ，「男女共同参画基本計画（第２次）」（平
成１７年１２月閣議決定）の見直しについて調査検討を
行っていく。
女性に対する暴力に関しては，「男女共同参画基

本計画（第２次）」の実施状況などを踏まえつつ，
幅広い問題について調査検討を行う。
苦情処理等関係に関しては，「男女共同参画に関

する施策についての苦情の処理及び人権侵害におけ
る被害者の救済に関するシステムの充実・強化に向
けた意見」（平成１４年１０月男女共同参画会議決定）
に基づき，引き続き，苦情処理情報・男女共同参画
に関する人権侵害事案の処理状況等の把握を図って
いく。
監視及び政府の施策が男女共同参画社会の形成に

及ぼす影響についての調査に関しては，各府省にお
いて「男女共同参画基本計画（第２次）」が着実に
実施されているかについて調査検討を行うととも
に，政府の施策等が男女共同参画社会の形成に及ぼ
す影響について引き続き調査検討する。

国の地方公共団体，NPO,
NGOに対する支援，国民の
理解を深めるための取組の強化

地方公共団体に対しては，情報提供，研修機会の
提供を行うとともに，広報・啓発等について一層の
連携強化を図る。
内閣府では，NPO，NGOとの連携強化を図るた
め，男女共同参画推進連携会議等を引き続き開催す
る。

女性のチャレンジ支援

内閣府では，様々な分野でチャレンジしたいと考
える女性が，チャレンジ支援情報を効率的に入手で
きるよう，「チャレンジ・サイト」による情報提供
を行うとともに，女性の再チャレンジの総合的な支
援情報ポータルサイト「女性いきいき応援ナビ」を
通じ子育て等でいったん退職した女性等の再就職・
企業支援を推進する。また，女性の進学や進出の割
合が低い理工系分野等について，女子高校生等の理
工系分野への進路選択を支援するため，ウェブサイ
トによる情報提供・意識啓発等を行う。

政政策策・・方方針針決決定定過過程程へへのの女女性性のの
参参画画のの拡拡大大

国の政策・方針決定過程へ
の女性の参画の拡大

平成２０年４月に，「女性の参画加速プログラム」
（平成２０年４月男女共同参画推進本部決定）が策定

された。当該プログラムにおいて，公務員は３つの
重点分野の１つとされており，各府省において，柔
軟な勤務体制の推進や働き方の見直し，職務経験を
通じた積極的なキャリア形成の支援等の取組を進め
ていく。
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女性国家公務員の採用・登用の拡大については，
各府省は，人事院が策定した「女性国家公務員の採
用・登用の拡大に関する指針」（平成１７年改定）に
基づき，それぞれが策定した「女性職員の採用・登
用拡大計画」の目標の達成に向け，引き続き取組を
推進していく。
また，上記のプログラムに基づき，各府省がそれ

ぞれ自身の計画等に定めた本省課室長相当職以上に
占める女性の割合に係る数値目標を達成すること及
び政府全体として本省課室長相当職以上に占める女
性の割合を，平成２２年度末までに少なくとも５％程
度とすることを目指して，女性職員の登用を積極的
に進める。
人事院では，各府省と協力して引き続き積極的な

募集活動・人材確保活動を展開するほか，「女性職
員の採用・登用拡大推進会議」を定期的に開催して
情報交換を行う。同時に，職員に対する意識啓発を
行うとともに，女性職員が働きやすい勤務環境の整
備に努めるなど，各府省と連携して女性国家公務員
の採用・登用の拡大を目指した具体的な取組を進め
ていく。また，職業生活と家庭生活の両立支援制度
の拡充について引き続き検討を進めるとともに，定
期的に開催する「仕事と育児・介護の両立支援に関
する連絡協議会」などの場を利用して，制度の周知
徹底や環境整備などの両立支援のための取組をフォ
ローアップし，両立支援の取組を促進する。
総務省は，「男女共同参画基本計画（第２次）」及

び平成１６年４月に男女共同参画推進本部が決定した
「女性国家公務員の採用・登用の拡大等について」
を受けた各省庁人事担当課長会議申合せ等に基づ
き，人事院と共同で，各府省における女性国家公務
員の採用・登用の拡大等の取組状況についてのフォ
ローアップを引き続き実施し，女性国家公務員の採
用・登用を促進する。
国の審議会等委員への女性の参画の拡大について

は，平成１８年４月に男女共同参画推進本部において
決定された目標（平成３２（２０２０）年までに，男女の
いずれか一方の委員の数が委員総数の１０分の４未満
とならない状態を達成するよう努める等）の達成に
向け，積極的な取組を推進する。

地方公共団体等における
取組の支援，協力要請

都道府県・政令指定都市における審議会等委員へ
の女性の参画や，「女性の参画加速プログラム」（平
成２０年４月男女共同参画推進本部決定）を踏まえた
女性職員の登用促進に向けた取組を更に推進するよ
う要請・情報提供を行うため，平成２０年度に行った
「地方公務員における女性の採用・登用等に関する
事例調査」を分析し，公表する。また，この調査結
果を含め，各都道府県・政令指定都市における先進
的な取組を市町村にも普及するための助言を行うよ
う，都道府県に対し協力を要請する。
消防庁では，消防組織における女性消防職員の更
なる積極的な採用と職域の拡大等について推進する
ため，各消防本部に対し，男女の区別ない平等な受
験機会の提供，警防業務における職域の拡大，女性
職員のための庁舎等の環境整備等に積極的に取り組
むよう要請を行う。

企業，教育・研究機関，その他
各種機関・団体等の取組の支援

政治，経済，社会，文化などあらゆる分野におけ
る政策・方針決定過程への女性の参画の拡大につい
て，「２０２０年までに，指導的地位に女性が占める割
合が，少なくとも３０％程度になるよう期待する。」
との目標を踏まえ，広く協力要請を行う。
また，積極的改善措置（ポジティブ・アクション）
に自主的に取り組むことを奨励する。
厚生労働省では，管理職就任前後の女性が後輩女
性のためのメンターとしての役割を担えるよう，企
業内メンター育成のための研修等を実施する。

調査の実施及び情報・資料の
収集，提供

女性の人材に関する情報の収集・整備・提供，女
性リーダーの養成に努める。さらに，国民の行政情
報へのアクセスを進め，政策・方針決定過程の透明
性を確保する。
「政策・方針決定過程への女性の参画の拡大に係
る数値目標（「２０２０年３０％」の目標）のフォローアッ
プについて」（平成１９年２月男女共同参画会議決定）
に基づき，社会の各分野における指導的地位に女性
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が占める割合に関する状況を調査し公表する。

男男女女共共同同参参画画のの視視点点にに立立っったた
社社会会制制度度・・慣慣行行のの見見直直しし，，意意識識のの改改革革

男女共同参画の視点に立っ
た社会制度・慣行の見直し

男女共同参画会議は，平成２０年６月から監視・影
響専門調査会において，「新たな経済社会の潮流の
中で生活困難を抱える男女について」の調査を進め
ている。２１年度においても，経済社会の変化の下で
の生活困難者について，「女性の生活困難リスクの
顕在化」と「生活困難層の多様化・一般化とそこに
潜む男女共同参画をめぐる問題」という２つの視点
を明らかにした上で，生活困難の防止に向けた男女
共同参画施策の推進のあり方等について検討を進め
る。

国民的広がりを持った
広報・啓発活動の展開

国民すべてに男女平等及び人権尊重の意識を深く
根付かせるための広報・啓発活動を積極的に展開す
る。
内閣府では，男女共同参画の理念や「社会的性別」
（ジェンダー）の視点の定義に関する正確な理解を

深めるため，分かりやすい広報・啓発活動を進め
る。

法律・制度の理解促進及び
相談の充実

女性が自らに保障された法律上の権利や，権利の
侵害を受けた場合の対応等について正確な知識を得
られるよう法律・制度の理解の促進を図るととも
に，相談体制の充実及びその広報を図る。

男女共同参画にかかわる調査研
究，情報の収集・整備・提供

女性の置かれている状況を客観的に把握すること
のできる調査研究，統計情報等の収集・整備・提供
を行う。
総務省では，平成２３年に実施予定の社会生活基本
調査に向けて，仕事と生活の調和（ワーク・ライ
フ・バランス）やボランティアワーク等に関する調
査内容の改善について，外部有識者を交えた検討を
開始する予定である。

雇雇用用等等のの分分野野ににおおけけるる男男女女のの均均等等なな
機機会会とと待待遇遇のの確確保保

雇用の分野における男女の均等
な機会と待遇の確保対策の推進

厚生労働省では，雇用の分野における男女の均等
な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和４７年法
律第１１３号。以下「男女雇用機会均等法」という。）
に沿った均等取扱いや職場におけるセクシュアル・
ハラスメント対策が徹底されるよう指導等を行うと
ともに，事業主と労働者の間の個別の紛争が生じた

場合には円滑かつ迅速な解決が図られるよう援助を
行う。

母性健康管理対策の推進

厚生労働省では，職場において女性が母性を尊重
され，働きながら安心して子どもを産むことができ
る環境を整備する。
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女性の能力発揮促進のための
援助

厚生労働省では，女性の適切な職業選択を促すた
めの意識啓発，情報提供，能力開発等の施策を積極
的に推進する。特に再就業を希望する子育て女性に
対しては，「女性の再チャレンジ支援プラン」を踏
まえ，「再チャレンジサポートプログラム」を実施
する。平成２０年度に引き続き，マザーズハローワー
ク等において，担当者制による一貫した就職支援を
行う。
国，都道府県等が設置・運営する公共職業能力開

発施設において，離職者，在職者，学卒者に対する
職業訓練を実施している。
また，事業主等が行う教育訓練を支援するため，

キャリア形成促進助成金の活用等のほか，公共職業
能力開発施設における在職者に対する訓練の実施，
事業主等に対する同施設の貸与，同施設の職業訓練
指導員の派遣などを行っている。さらに，職業能力
開発に関する情報提供・相談援助等を行っている。

多様な就業ニーズを踏まえた
雇用環境の整備

厚生労働省では，短時間労働者の雇用管理の改善
等に関する法律（平成５年法律第７６号）に基づく適
切な指導及び紛争解決の援助等を行うことにより，
その履行確保を図るとともに，パートタイム労働者
の均衡待遇等に取り組む事業主等に対して助成金を
支給するなど，パートタイム労働者の待遇改善のた
めの取組を推進する。
労働者派遣制度については，労働者の保護の仕組

みを強化する観点から，日雇派遣の原則禁止，派遣
労働者の常用化や待遇の改善等を内容とする労働者

派遣法制の見直しを実施する。
総務省では，テレワークの普及のための実証実験
（多くの企業等がテレワークを試行・体験する機会
の提供や，先進的な技術・高度なネットワーク環境
を利用したテレワークシステムの検証及びテレワー
クによる様々な効果の提示・啓発）の実施や，テレ
ワーク環境整備税制（テレワーク設備導入の際の税
制優遇措置）の実施，全国各地での普及啓発セミ
ナーの開催等の取組を推進する。
国土交通省では，職場や自宅以外での就労を可能
にするテレワーク環境・機能の検討やテレワーク人
口の実態を把握するための調査の実施，企業への導
入を推進するための施策の検討等を通して，テレ
ワークの普及を一層促進する。

起業支援等雇用以外の
就業環境の整備

厚生労働省では，引き続き起業後間もない女性起
業家のためのメンター紹介サービス事業を実施する
とともに，平成２１年度からは起業に必要な知識・ノ
ウハウを効果的に学習できる e－ラーニング等の
サービスを提供する女性の起業家育成支援事業を実
施する。また，女性と仕事の未来館において，起業
支援セミナーや交流会を開催する。
経済産業省では，株式会社日本政策金融公庫を通
じ，女性等を対象に優遇金利を適用する融資制度
（女性，若者／シニア起業家支援資金）や，無担保，
無保証人で融資を受けられる新創業融資制度を用意
し，開業・創業の支援を行う。
また，創業に向けて具体的な行動を起こそうとす
る者を対象に，創業に必要な実践的能力を習得させ
る創業塾を実施し，この中で女性向け創業塾も実施
する。

活活力力ああるる農農山山漁漁村村のの実実現現にに向向けけたた
男男女女共共同同参参画画のの確確立立

あらゆる場における意識と
行動の変革

農林水産省では，農山漁村に暮らす男女のあらゆ

る場における意識と行動の変革を進めるため，「農
山漁村女性の日」記念行事の開催，地域における優
良な取組事例の表彰など，男女共同参画社会の形成
に向けた普及啓発等を推進する。
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「食育推進基本計画」（平成１８年３月食育推進会
議決定）に基づき，「食事バランスガイド」の活用
を通じ，米を中心とし多様な副食から構成され，栄
養バランスが優れた「日本型食生活」の実践を促進
する。また，我々の食生活が，自然の恩恵や食に関
わる人々の様々な活動の上に成り立っていることへ
の理解を深めることを目的として，農林漁業者など
が一連の農作業等の体験の機会を提供する「教育
ファーム」の取組を推進する。

政策・方針決定過程への
女性の参画の拡大

農林水産省では，地域社会や農林漁業経営への女
性の参画を促進するため，市町村等各地域レベルに
おいて農業協同組合，森林組合及び漁業協同組合等
の女性役員，女性農業委員や女性認定農業者等の具
体的な目標設定を推進するとともに，目標達成に向
けた普及啓発を実施する。また，経営管理能力等向
上に向けた研修や情報提供を実施し，地域の女性
リーダーの育成を図る。

女性の経済的地位の向上と
就業条件・環境の整備

農林水産省では，女性の農林漁業経営への参画の
促進のため，研修や普及啓発等を支援し，女性の認
定農業者の拡大等を図る。さらに，女性の農業経営

と育児等を両立支援し，経営者として成長するため
に必要な助言を行う相談員の養成を支援する。
また，女性の経済的地位の向上等に資する農林水
産物の生産・加工・販売等に取り組む女性の起業活
動の更なる発展に向けて，高齢者や女性農業者が活
躍できる直売所を中心とした生産・流通体制づくり
などの新たなモデルの構築を支援するとともに，商
工業者等との連携活動に関する実証や経営戦略マ
ニュアルの作成等を実施する。

女性が住みやすく
活動しやすい環境づくり

農林水産省では，農山漁村の子育て支援に関する
普及啓発を行うとともに，女性が地域活動等を行う
ための施設の整備を支援する。また，女性農林漁業
者グループ間の連携を通した女性の活動の発展を情
報提供や交流会の開催により支援する。

高齢者が安心して活動し，
暮らせる条件の整備

農林水産省では，農村における高齢者の健康現役
社会の実現に向け，高齢者グループの経験・知識・
技術の活用や医療関係者が集落に出向いて行う健康
管理活動，農村地域の女性グループ等による生活支
援等の助け合い活動の支援を総合的に実施する。

男男女女のの職職業業生生活活とと家家庭庭・・地地域域生生活活のの
両両立立のの支支援援

仕事と家庭の両立支援と
働き方の見直し

内閣府では，平成１９年１２月に設置された「仕事と
生活の調和推進室」において，仕事と生活の調和の
実現に向けて，各主体の協働のネットワークを支え
る中核的組織として「仕事と生活の調和推進官民
トップ会議」及び「仕事と生活の調和連携推進・評
価部会」の事務局機能を担い，関係省庁，労使，地
方公共団体など関係機関との連携・調整，社会全体
の機運を醸成するための推進キャンペーン等の企画

立案・実施，調整，情報の収集・整理，調査研究を
行う。
厚生労働省では，育児や家族の介護を行う労働者
が働き続けやすい環境の整備を進めるため，仕事と
育児・介護の両立のための制度の一層の定着促進を
図るとともに，特に取組が遅れている中小事業主に
対して育児休業制度等の周知・普及を行う。
また，平成２１年４月１日から，改正次世代育成支
援対策推進法により，一般事業主行動計画の策定・
届出が義務付けとなっている企業については，行動
計画の公表及び従業員への周知も義務付けられるこ
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とから，その履行確保に努めるとともに，２３年４月
１日から，新たに行動計画の策定・届出の義務付け
対象企業が，１０１人以上企業へ拡大されることから，
特に中小企業事業主に対する計画策定支援を強化す
る。
さらに，小学校低学年の子を養育する労働者が利

用できる短時間勤務制度を導入した事業主に対する
助成や，男性の仕事と育児の両立に関する意識啓発
の推進などを行うことにより，仕事と家庭を両立し
やすい職場環境の整備を図る。子育て女性等に対し
て再就職支援を行うマザーズハローワーク等におい
て，子育て支援ネットワークの強化，求人者への助
言・指導等による仕事と子育てが両立しやすい求人
の確保・母子家庭の母等の支援機関への出張相談，
託児付セミナー等を実施するとともに，マザーズハ
ローワーク事業未実施の地域においても同様のサー
ビスができるよう事業拠点を拡充する。
仕事と生活の調和についての相談・助言を行う専

門家の養成支援，労働時間が長い業種や年休取得率
の低い業種等について，業種の特性に応じた仕事と
生活の調和推進プランの策定，仕事と生活の調和の
実現に向けた地域における取組を積極的に行う都市
の指定と取組に対する支援等の各事業を実施するな
ど，仕事と生活の調和の実現に向けた取組を行う。
経済産業省では，平成２０年度に引き続き，従業員
の出産・育児と仕事の両立を支援するため，株式会
社日本政策金融公庫を通じ，事業所内託児施設を設
置する中小企業者に対して融資制度を講じる。
また，税制においては，一定の要件を満たす事業

所内託児施設等の取得等をした法人に対して，引き
続き税制上の優遇措置を講じる。

多様なライフスタイルに対応
した子育て支援策の充実

厚生労働省では，平成１８年末に発表された新たな
将来人口推計において，更に少子・高齢化が進行す
るという厳しい結果が示されたことを念頭に置くと
ともに，「子ども・子育て応援プラン」（平成１６年１２
月少子化社会対策会議決定）等に基づき施策の拡充
に努めるとともに，「子どもと家族を応援する日本」
重点戦略（平成１９年１２月少子化社会対策会議決定）
を踏まえ，次世代育成支援のための新たな制度体系
の設計について，税制改革の動向も踏まえながら，

引き続き，速やかに検討を進め，子育て支援対策の
総合的な推進を図ることとしている。
また，平成２０年１１月，新たな子育て支援サービス
の創設，虐待を受けた子ども等に対する家庭的環境
における養育の充実等の措置を講ずる児童福祉法等
の一部を改正する法律が成立した。主な内容は，①
すべての乳児のいる家庭を訪問することにより，子
育て支援に関する情報提供や養育環境等の把握，相
談助言等の援助を行う「乳児家庭全戸訪問事業」や，
養育支援が必要な家庭に対して，訪問による養育に
関する相談，指導・助言等の支援を行う「養育支援
訪問事業」，乳幼児とその保護者が相互の交流を行
う場所を開設し，子育てについての相談，情報提
供，助言等の援助を行う「地域子育て支援拠点事業」
等の子育て支援サービスの法定化，②子どもを守る
地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）の
機能強化，③里親制度の改正及び小規模住居型児童
養育事業の創設等家庭的養護の拡充，家庭支援機能
の強化，年長児の自立支援策の見直し，施設内虐待
（被措置児童等虐待）の防止等の規定等が盛り込ま
れたところであり（一部を除き平成２１年４月１日施
行），これら施策を推進していく。
文部科学省では，幼児教育振興アクションプログ
ラムに基づき，次代を担う子どもの成長を支えるた
めの環境の整備に努める。
また，文部科学省と厚生労働省が連携し，平成１８

年に創設した「認定こども園」制度の普及促進を図
るとともに，１９年度に創設した「放課後子どもプラ
ン」の着実な推進を図り，原則として，すべての小
学校区での実施を目指す。
さらに，身近な地域における家庭教育支援を推進
するため，地域の子育て経験者や専門家等の連携に
よる「家庭教育支援チーム」を設置し，積極的かつ
きめ細かな相談体制の充実を図るとともに，平成１８
年度から行っている，早寝早起きや朝食をとるな
ど，子どもの望ましい基本的な生活習慣を育成し，
生活リズムを向上させるための「早寝早起き朝ごは
ん」国民運動を，様々な民間団体と連携して一層推
進する。
経済産業省では，子育て支援や福祉などを始めと
して様々な社会的課題が顕在化してきていることか
ら，これらの課題をビジネスの手法を用いて解決を
図る活動を行う事業者が，そのノウハウを同様の課
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題を抱える地域へ移転展開する活動等に対し支援を
行い，地域経済の活性化を図る。
また，商店街の空き店舗を活用して，保育所等の

育児支援施設を設置・運営する際の改装費や賃借料
など立ち上げに係る費用の一部を補助することによ
り，待機児童問題の解消や女性の社会進出といった
少子化社会等への対応を推進する。
国土交通省では，引き続き住宅金融支援機構の証

券化支援事業の枠組みを活用し，親子リレー返済制
度による子育てに適した広い住宅の建設の支援や，
優良住宅取得支援制度による耐久・可変性能が特に
高い住宅に係る金利引下げを行う。また，高齢者の
所有する戸建て住宅等を広い住宅を必要とする子育
て世帯等への賃貸を円滑化する住み替え支援制度
や，地域優良賃貸住宅制度により子育て世帯に賃貸
住宅の供給を促進する。さらに，安心住空間創出プ
ロジェクトの推進等により，子育てを支援する良質
な住宅や居住環境の整備を推進する。
また，ひとり親家庭等に対する支援として，厚生

労働省では，母子家庭の母等について，平成１５年４
月に施行された改正母子及び寡婦福祉法（昭和３９年
法律第１２９号）に基づき，子育て短期支援事業，日
常生活支援事業等の子育て・生活支援策，母子家庭
自立支援給付金等の就業支援策，養育費相談支援セ
ンターの設置等の養育費の確保策，児童扶養手当の
支給，母子寡婦福祉貸付金の拡充等の経済的支援策
といった自立支援策を引き続き総合的に展開するこ
ととしている。

さらに，「生活対策」（平成２０年１０月３０日新たな経
済対策に関する政府・与党会議，経済対策閣僚会議
合同会議）に基づき，平成２１年２月から高等技能訓
練促進費の支給期間の延長を実施しているところで
あり，２１年度においても，引き続きこれを実施する
など母子家庭の母の就業支援策等の充実を図ること
としている。
国民生活センターでは，消費生活や消費者問題に
関する専門性を有した講師を，子育て中の保護者等
の要望に応じた場所に派遣し，消費生活や消費者問
題に関する情報提供や相談機関の周知を行う。

家庭生活，地域社会への
男女の共同参画の促進

個々の労働者の家庭・地域生活などに配慮した労
働時間等の設定を図るとともに，特にこれまで家庭
や地域生活への参画の少なかった男性の家庭・地域
生活への積極的な参画の促進を図る。
また，各種の地域活動へ男女が共に積極的に参画
できる方策の充実を図る。
国民生活センターでは，消費生活や消費者問題に
関する出前講座の開催やメールマガジンの発行によ
り，悪質商法や製品事故等に関する情報を消費者に
迅速に届け，被害の未然防止に努める。
また，学校や社会教育施設における消費者教育が
推進されるよう，内閣府及び文部科学省は連携して
施策を講ずる。

高高齢齢者者等等がが安安心心ししてて暮暮ららせせるる
条条件件のの整整備備

高齢者の社会参画に対する
支援

厚生労働省では，高年齢労働者の多い事業場等に
対して，専門家が高年齢労働者に適した労働環境の
整備のための改善対策を提示するなどにより，高年
齢労働者の労働災害防止対策の促進を図るととも
に，高年齢労働者が自ら労働災害リスクを認識でき
る手法を開発し，その試行を行う。

経済産業省では，大企業等の退職者及び近く退職
を控えるシニア人材を「新現役」と位置付け，その
有する技術・ノウハウ等を地域や中小企業に活かす
など，その活躍の舞台を変えることにより，新現役
にもやりがい・生きがいを見いだしてもらいつつ，
中小企業支援を行う。
国民生活センターでは，消費者問題の専門家を全
国各地に派遣し，高齢者等に対し公民館や学校等の
施設や集会場において消費者問題を分かりやすく説
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明する出前講座を開催することにより，消費生活や
消費者問題に関する学習機会の提供を図る。

高齢者が安心して暮らせる
介護体制の構築

高齢化が一層進展する我が国において，介護保険
制度が将来にわたり国民生活の安心を支え続けるこ
とができるよう，介護保険法（平成９年法律第１２３
号）の着実な実施を図る。

高齢期の所得保障

厚生労働省では，高齢者が安心した生活を送るこ
とができるよう，公的年金について世代間の給付と
負担の公平の観点等も踏まえつつ，将来にわたって
確実な給付を行い，制度の維持・安定に努める。
また，平成１６年に成立した国民年金法等の一部を

改正する法律（平成１６年法律第１０４号）においては，
多様な生き方，働き方に対応した制度とする観点か
ら，第３号被保険者期間の厚生年金の分割（平成２０
年４月施行）等の改正を行ったところであり，引き
続きこれらが円滑に実施されるよう必要な措置を講
じる。さらに，企業年金制度についても制度の一層
の安定化と充実のために，企業年金制度等の整備を
図るための確定拠出年金法等の一部を改正する法律
案の早期成立に努める。

障害者の自立した生活の
支援

政府は，障害者の自立を支援し，地域で安心した
生活を送ることができるよう，障害者の雇用の促進
等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号）及び障害

者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）の円滑な施
行を図る。
障害の有無にかかわらず国民誰もが相互に人格と
個性を尊重し支え合う「共生社会」の実現に向けて，
障害者基本計画（平成１４年１２月閣議決定）及び新た
な「重点施策実施５か年計画」（平成１９年１２月障害
者施策推進本部決定）に基づき，障害者施策の総合
的かつ計画的な推進に努める。また，平成１９年９月
に署名を行った「障害者の権利に関する条約」につ
いて，可能な限り早期の締結を目指して必要な国内
法令の整備を図る。

高齢者及び障害者の自立を
容易にする社会基盤の整備

政府は，「バリアフリー・ユニバーサルデザイン
推進要綱」（平成２０年３月バリアフリー・ユニバー
サルデザインに関する関係閣僚会議決定）に基づき，
高齢者，障害者，妊婦や子ども連れの人を含むすべ
ての男女が社会の活動に参加・参画し，社会の担い
手として役割と責任を果たしつつ，自信と喜びを
持って生活を送ることができるよう，ハード・ソフ
ト両面にわたる社会のバリアフリー・ユニバーサル
デザインの推進に努める。
また，高齢者等の自立を支援する医療・福祉関連
機器等の開発・普及・評価基盤の整備，情報バリア
フリー環境の整備，高齢者等にやさしい住まいづく
り，まちづくり，都市公園，交通機関，道路交通環
境など高齢者等が自立しやすい社会基盤の整備を推
進する。
国土交通省では，住宅金融支援機構の住宅融資保
険制度を活用し，住宅改良等に係るリバースモー
ゲージを推進する。

女女性性にに対対すするるああららゆゆるる暴暴力力のの根根絶絶

女性に対する暴力の予防と
根絶のための基盤づくり

女性に対する暴力の予防と根絶に向けて広報啓発
活動を一層推進する。

内閣府では，女性に対する暴力について的確な施
策を実施し，社会の問題意識を高めるため，特に，
若年層の被害の態様や支援の状況等に関する実態等
について調査を実施する。
また，被害者が相談しやすい環境を整備するとと
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もに，刑罰法令の的確な運用や関係機関間の連携の
推進等女性に対する暴力に対処するための体制整備
を進める。
さらに，防犯体制の強化や地域安全活動の推進等

の様々な環境整備に努めるとともに，被害の状況に
ついての実態把握等により的確な施策の実施に資す
る。

配偶者等からの暴力の防止
及び被害者の保護等の推進

厚生労働省では，平成２１年度においては，被害者
の保護，自立支援等の一層の充実を図るため，婦人
相談所が被害者を一時保護委託するための経費のう
ち新たに乳幼児用の単価を設定しケアの充実を図る
とともに，婦人保護施設における同伴児童のケアの
充実を図るための指導員を配置するほか，外国人被
害者支援のための専門通訳者養成研修を実施する。
地方公共団体における配偶者からの暴力に係る施

策に関する官民連携等の先進的な事例について情報
を共有するため，官民の担当者が一堂に会する「DV
全国会議」を開催し，官民連携の強化及び施策の一
層の推進を図る。
法務省の人権擁護機関では，婦人相談所等の関係

機関との連携を図りながら，引き続き迅速・適正な
問題解決及びその予防に努める。
法務省では，配偶者からの暴力が重大な人権侵害

である等の観点から，被害者である外国人に対して
は，関係機関と連携して身体の保護を確実なものと
する一方，今後とも，外国人被害者の実態を的確に
把握した上で，在留資格変更許可や在留特別許可の
判断を適切に行い，被害者の法的地位の安定を図
る。

性犯罪への対策の推進

警察では，性犯罪捜査員の拡大等の捜査体制の強
化を図るとともに，被害者が安心して被害を届け出
ることができる環境づくり等の性犯罪の潜在化防止

に向けた施策を推進する。また，性犯罪捜査に当
たっては，関係機関との連携の強化も図りつつ被害
者の精神的負担の軽減に努める。

売買春への対策の推進

売買春の根絶に向けて，関係法令の厳正な運用を
行い，取締りを強化するとともに売買春の被害から
の女性の保護，社会復帰支援のための取組を進め
る。

人身取引への対策の推進

人身取引の防止及び撲滅と被害者の保護のため，
刑罰法令の厳正な運用とともに，被害者の保護の一
層の充実に向けて，諸外国政府及びNGOとも連携
しつつ，総合的・包括的な対策を推進する。また，
広く国民に対し，人身取引の問題に関する意識啓発
を行う。

セクシュアル・ハラスメント
防止対策の推進

厚生労働省では，雇用の場におけるセクシュア
ル・ハラスメントについて，引き続き男女雇用機会
均等法等に基づき，企業に対する周知啓発，指導等
を行う。
また，雇用以外の場においても，文部科学省によ
る教育の場におけるセクシュアル・ハラスメント防
止のための取組など，必要な対策を採る。

ストーカー行為等への
対策の推進

ストーカー行為等の規制等に関する法律（平成１２
年法律第８１号）を適切に運用し，関係機関が被害者
の立場に立った迅速かつ適切な対応・支援に努め，
併せて，被害者が早期に相談することができるよう
ストーカー対策に係る広報啓発活動を推進する。
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生生涯涯をを通通じじたた女女性性のの健健康康支支援援

生涯を通じた女性の健康の
保持増進

男女がその健康状態に応じて的確に自己管理を行
うことができるようにするための健康教育の実施
や，相談体制を確立するとともに，女性の思春期，
妊娠・出産期，更年期，高齢期等各ライフステージ
に応じた課題に対応するための適切な体制を構築す
ることなどにより，生涯を通じた女性の健康の保持
増進を図る。
また，運動，食生活，喫煙面での生活習慣の改善

に向けた国民運動を展開するなど，「健康日本２１」
のより一層の推進を図る。
さらに，「女性の健康づくり推進懇談会」におい
て，女性の健康の実態に関する調査や，生涯を通じ
た女性の健康管理について検討を行うとともに，当
該懇談会における議論も踏まえつつ，女性の健康づ
くりを推進するための取組を進めることとしてい
る。
乳がん及び子宮がんの早期発見や死亡率の減少に

ついては，地方自治体や企業等との連携による普及
啓発活動の実施や，かかりつけ医を受診する患者へ
のがん検診受診を促すための手法の検討など，国・
地方自治体・企業・検診機関・患者団体等が一体と
なった取組を通じがん検診の受診率向上を目指すこ
とで，女性の健康の保持増進につなげていくことと
している。
文部科学省では，国民の誰もが，いつでも，どこ

でも，いつまでもスポーツに親しむことのできる生
涯スポーツ社会の実現に向けて，総合型地域スポー
ツクラブの全国展開等を推進する。

妊娠・出産等に関する
健康支援

妊娠・出産期は女性の健康支援にとっての大きな
節目であり，安心して安全に子どもを産むことがで
きるよう支援を行う。
また，平成２０年４月に策定された「女性の参画加
速プログラム」（平成２０年４月男女共同参画推進本
部決定）においても，医師を重点分野として取り上
げ，医療専門職に対する支援を行うこととしてい
る。特に，産科においては，医師と助産師の連携を
推進することにしており，安全・安心なお産ができ
るような体制整備に努めるほか，女性の妊娠・出産
を含めた健康上の問題の重要性について，広く社会
全般の認識が高まるよう，地方公共団体等とも連携
しながら周知徹底を図ることとしている。

健康をおびやかす問題
についての対策の推進

HIV／エイズ，性感染症について，正しい知識の
普及啓発を始め総合的な対策を進める。
また，本人の健康をむしばむのみならず，社会の
基盤を揺るがしかねない行為である薬物乱用につい
ても，対策を強化する。

メメデディィアアににおおけけるる男男女女共共同同参参画画のの推推進進

女性の人権を尊重した表現の推進
のためのメディアの取組の支援等

性の商品化や暴力表現が女性の人権を侵害してい

る現状を改善し，メディアが自主的に女性の人権を
尊重した表現を行うようその取組を促すとともに，
性・暴力表現を扱ったメディアを青少年やそれに接
することを望まない者から隔離することを含め，メ
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ディアにおける人権尊重を推進する実効的な方策に
ついて検討する。また，メディア・リテラシー（メ
ディアの情報を主体的に読み解き，自ら発信する能
力）の向上のための支援を積極的に行う。
内閣官房では，平成２１年度も引き続き，IT安心

会議（インターネット上における違法・有害情報等
に関する関係省庁連絡会議）の決定等に基づき，関
係省庁における違法・有害情報対策に係る取組を督
励するとともに，「違法・有害情報対策官民実務家
ラウンドテーブル」により違法・有害情報への具体
的対策や関係省庁及び関係団体の取組等について，
関係者間の情報共有を図るとともに，一般の方々に
対しても，「インターネット上の違法・有害情報対
策ポータルサイト」等を活用し，わかりやすく利便
性の高い情報提供を推進していく。
文部科学省では，平成２０年度に引き続き，メディ
ア対応能力等を育成するための機会の提供を行うと
ともに，青少年を取り巻くインターネット上の有害
情報をめぐる深刻な問題に対応して，地域における
有害情報から子どもを守るための推進体制の整備を
支援する。また，有害情報に係る意識啓発のための
DVDの作成や所要の調査を行う。
総務省では，業界団体が策定した，わいせつな画

像等違法な情報への対応に関するガイドライン等の
運用を必要に応じ適切に支援していく。
さらに，メディアの健全な利用の促進に必要とな

るメディア・リテラシーの向上を図るため，放送，

インターネット，携帯電話等のメディアの特性に応
じたメディア・リテラシーに関する教材等を開発
し，普及を図る。
また，第１６９回国会において成立した青少年が安

全に安心してインターネットを利用できる環境の整
備等に関する法律（平成２１年４月１日施行）は，①
内閣総理大臣及び関係閣僚からなる会議を設置し，
青少年が安全に安心してインターネットを利用でき
るようにするための施策に関する基本計画を策定
し，実施すること，②学校教育，社会教育及び家庭
教育におけるインターネットの適切な利用に関する
教育・啓発活動の推進等を図ること，③国及び地方
公共団体がインターネットの適切な利用に関する活
動を行う民間団体等を支援すること，などを規定し
ている。今後，同法の施行を受け，内閣府に置かれ
るインターネット青少年有害情報対策・環境整備推
進会議において基本計画を策定し，関係省庁が連携
して施策を実施していく。

国の行政機関の作成する広報・出版物等に
おける性差別につながらない表現の促進

内閣府では，平成１４年度に策定した「男女共同参
画の視点からの公的広報の手引」について広く周知
し，国の行政機関が作成する広報・出版物等におい
て，男女の多様なイメージが積極的に取り上げられ
るよう推進するとともに，地方公共団体等において
も同様の取組がなされるよう奨励する。

男男女女共共同同参参画画をを推推進進しし多多様様なな選選択択をを
可可能能ににすするる教教育育・・学学習習のの充充実実

男女平等を推進する
教育・学習

学校教育及び社会教育において，自立の意識をは
ぐくみ，男女平等の理念を推進する教育・学習の一
層の充実を図る。
また，「食育推進基本計画」を踏まえ，学校にお

ける食育を推進する。
さらに，これらの教育に携わる者が男女共同参画

の理念を理解するよう，意識啓発等に努める。

多様な選択を可能にする
教育・学習機会の充実

女性も男性も各人の個性と能力を発揮し，社会の
あらゆる分野に参画できるよう，生涯にわたり多様
な学習機会が確保され，学習の成果が適切に評価さ
れる，生涯学習社会の形成を促進するための施策を
講じる。
このため，文部科学省では，多様な選択肢の存在
や，仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）
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に関する情報を提供することにより，女性が自己の
可能性やライフステージ別の自己イメージを若い時
期から持てるよう，ライフプランニングに関する意
識形成等を促すための事業を平成２１年度から実施す
る。また，大学・短期大学・高等専門学校・専修学
校が，社会人等のニーズに応じた専門的・実践的教
育プログラムを開発・実施することを支援し，学び
直しの機会や就業能力の向上を支援する機会の充実
を図る。
放送大学に対して，様々な分野で一定の科目群を

体系的に学んだ学生に対して学位以外の履修証明を
与える「科目群履修認証制度（放送大学エキスパー
ト）」の充実など，学習環境の整備のための支援を
引き続き図る。
また，地域コミュニティの拠点としての学校施

設，クラブハウス，屋外運動場照明，屋内水泳プー
ル，屋外水泳プール，武道場など，学校開放諸施設
の整備を行う。

さらに，次代を担う自立した青少年の育成を図る
ため，小学校における長期自然体験活動の指導者養
成等必要な支援に取り組むとともに，様々な困難を
抱える青少年の自立支援，青少年の社会性や意欲の
向上，体験活動の機会と場の開拓など，青少年の課
題に対応した体験活動を推進する。
加えて，児童生徒が個々の能力・適性等に応じて
主体的に進路を選択する能力や態度を身に付けるこ
とができるよう指導・助言を行う進路指導の充実を
図るため，児童生徒が望ましい勤労観・職業観をは
ぐくむキャリア教育の推進に努める。
また，大学，短期大学，高等専門学校において，
新規学卒者の内定取消しなど学生の雇用が不安定と
なっていることに対応するため，「大学教育・学生
支援推進事業」を活用し，各大学等の学生に対する
就職支援の強化など総合的な学生支援の取組を推進
する。

地地球球社社会会のの「「平平等等・・開開発発・・平平和和」」へへのの
貢貢献献

国際規範・基準の国内への
取り入れ・浸透

「女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関す
る条約」を始めとする男女共同参画に関連の深い各
種の条約や「国連婦人の地位委員会」等の国際会議
における議論等，女性の地位の向上のための国際的
な規範や基準，取組の指針を積極的に国内に取り入
れるよう努める。

地球社会の「平等・開発・
平和」への貢献

開発援助の実施に当たっては，「政府開発援助
（ODA）大綱」及び「政府開発援助（ODA）に関
する中期政策」の下，「ジェンダーと開発（GAD :
Gender and Development）イニシアティブ」を通
じ，ODA全般にわたって，ニーズ把握から政策立
案，案件形成，実施・モニタリング・評価の一連の
プロセスを通じて，「ジェンダー主流化」を図り，

開発途上国のオーナーシップを尊重した男女平等と
女性のエンパワーメントに向けた取組の支援を強化
する。また，国内外の国際機関や研究機関，NGO
と連携し，公平で効果的なODAとジェンダー主流
化及び女性のエンパワーメント支援に取り組む。
具体的には，ジェンダーに関する研修の充実や事
例集（ジェンダー主流化手引）の作成及び広報等を
通じて，ODAに関わる職員の理解促進と能力向上
及び情報共有に努める。
また，国連を中心として展開する世界の女性のエ
ンパワーメントのための諸活動に対する積極的な協
力，紛争終結地域等における平和の維持及び構築並
びに復興支援への女性の積極的な参加の促進や国際
交流の推進等を進める。
保健分野においては，「保健と開発に関するイニ
シアティブ」の下で引き続きジェンダー平等に配慮
した取組への支援を行っていく。同時に，現在，乳
幼児死亡率削減，妊産婦の健康改善というミレニア
ム開発目標（目標４及び目標５）の進捗の遅れが指
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摘されており，我が国としては，妊産婦の医療ケア
へのアクセス向上を含む母子保健対策の強化を引き
続き行っていく。
平成２２年に日本において開催予定のアジア太平洋

経済協力（APEC）女性リーダーズネットワーク
（WLN）会合に向け，様々な分野と連携して，国
際的なネットワークの受け皿となり得る国内での
ネットワーク構築を進める。

新新たたなな取取組組をを必必要要ととすするる分分野野ににおおけけるる
男男女女共共同同参参画画のの推推進進

科学技術

総合科学技術会議では，「第３期科学技術基本計
画」（平成１８年３月閣議決定）に掲げた施策の実施
状況について，関係府省の協力の下，フォローアッ
プ等の結果について取りまとめを行う。
文部科学省では，優れた研究者が出産・育児によ

り研究を中断した後に，円滑に研究現場に復帰でき
るよう，独立行政法人日本学術振興会の特別研究員
事業における支援を拡充するとともに，研究と出
産・育児等との両立に関する優れた取組を行う機関
を支援する科学技術振興調整費「女性研究者支援モ
デル育成」を拡充する。さらに，特に女性研究者の
採用割合等が低い分野である，理学系，工学系，農
学系の研究を行う優れた女性研究者の養成を加速す
る科学技術振興調整費「女性研究者養成システム改
革加速」を新たに開始する。
独立行政法人科学技術振興機構では，戦略的創造

研究推進事業において，研究者が出産・育児・介護
などを行う際に，研究キャリアを中断することなく
継続できるよう，引き続き支援を実施する。
また，児童生徒の科学技術に関する興味・関心を

高めるための取組の支援の一環として，科学技術分
野で活躍する女性研究者・技術者，大学生等と女子
中高生の交流機会の提供や実験教室，出前授業の実
施等，女子中高生の理系進路選択の支援を行う「女
子中高生の理系進路選択支援」を実施する。

防災（災害復興を含む）

男女共同参画の視点を取り入れた防災体制の確立
については，その必要性について「防災基本計画」

（平成２０年２月中央防災会議修正決定）に明記され
たところであり，「自然災害『犠牲者ゼロ』を目指
すための総合プラン」（平成２０年４月中央防災会議
報告）に基づき，平成２２年までに，男女のニーズの
違い等男女双方の視点に十分配慮すべき事項につい
て地域防災計画に規定するよう地方公共団体に対し
て要請し，その推進を図るとともに，防災に関する
政策・方針決定過程への女性の参画を拡大する。

地域おこし，まちづくり，
観光

地域おこしを始めとする地域における様々な課題
について，男女共同参画の視点を取り入れつつ，多
様な主体が連携・協働しながら，課題解決のための
実践的な活動が行われるよう支援するため，平成２１
年度から新たに，先進事例の調査研究・情報提供や
人材育成プログラムの開発・提供，各地の課題に応
じたアドバイザー派遣等を行う。

環境

環境保全に関する女性の高い関心，豊かな知識や
経験がより広く活かされるよう，女性の地位向上に
係る施策などとあいまって，環境の分野において男
女共同参画を進める。
このため，環境問題に関する情報の提供や交流の
場の提供等の事業を推進するとともに，地域におけ
る環境学習の推進や市民活動の支援，自然と触れ合
う機会の提供等を行う。



１７２

主 要 事 項 所 管 平成２０年度
予 算 額

平成２１年度
予 算 額

比 較
増 減 額

特別会計
の 名 称

１ 政策・方針決定過程への女性の参画の拡大 ２０２，２５６ １４５，４８５ △５６，７７１
⑴ 国の政策・方針決定過程への女性の参画の拡大 防衛省 １５０，７２７ ７９，４５８ △７１，２６９

人事院 ６，１１２ ３，８４５ △２，２６７
⑵ 地方公共団体等における取組の支援，協力要請 内閣府 ２２，１９７ ３２，４７４ １０，２７７
⑶ 企業，教育・研究機関，その他各種機関・団体等の取

組の支援
⑷ 調査の実施及び情報・資料の収集，提供 内閣府 ２３，２２０ ２９，７０８ ６，４８８

２ 男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し，
意識の改革

８２，１３２ ７８，５２９ △３，６０３
（２２，００７） （１６，４９２） （△５，５１５）

⑴ 男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し
⑵ 国民的広がりを持った広報・啓発活動の展開 内閣府 ４０，０７１ ２４，７７４ △１５，２９７

厚生労働省 ２，１８２ ２，０６８ △１１４
（２２，００７） （１６，４９２） （△５，５１５） 労働保険

⑶ 法律・制度の理解促進及び相談の充実 総務省 ３，１３０ ２，１３０ △１，０００
法務省 ４，８１０ ４，８１０ ０

⑷ 男女共同参画にかかわる調査研究，情報の収集・整
備・提供

内閣府 ３１，９３９ ４４，７４７ １２，８０８

３ 雇用等の分野における男女の均等な機会と待遇の確保 ３，７４９，９０７ ４，８１３，９５１ １，０６４，０４４
（１７，２６５，０２９） （１７，６５７，５６２） （３９２，５３３）

⑴ 雇用の分野における男女の均等な機会と待遇の確保対
策の推進

厚生労働省 ５３，７９０ ４２，４８７ △１１，３０３
（５４０，１２５） （５５７，３１８） （１７，１９３） 労働保険

⑵ 母性健康管理対策の推進 厚生労働省 （８４，７４６） （７２，１９３） （△１２，５５３） 労働保険
⑶ 女性の能力発揮促進のための援助 内閣府 ５６，８９２ ０ △５６，８９２

厚生労働省 １，８４６，０２４ ２，４７９，９４６ ６３３，９２２
（１３，８１７，３４５） （１４，５４３，４５５） （７２６，１１０） 労働保険

⑷ 多様な就業ニーズを踏まえた雇用環境の整備 総務省 ２９９，４８４ ３００，００８ ５２４
国土交通省 ７０，０２２ ５３，５９０ △１６，４３２
厚生労働省 ６１，６３９ ６０２，０５３ ５４０，４１４ 労働保険等

（２，６６５，５８１） （２，３７６，０３６） （△２８９，５４５） 労働保険
⑸ 起業支援等雇用以外の就業環境の整備 厚生労働省 ３５，５１７ ２７，６４７ △７，８７０

（１５７，２３２） （１０８，５６０） （△４８，６７２） 労働保険
経済産業省 １，３２６，５３９ １，３０８，２２０ △１８，３１９

４ 活力ある農山漁村の実現に向けた男女共同参画の確立 ３，２７５，７１７ ３，２１８，５８４ △５７，１３３
⑴ あらゆる場における意識と行動の変革 農林水産省 ２，８２２，９６７ ２，６０１，７２７ △２２１，２４０
⑵ 政策・方針決定過程への女性の参画の拡大 農林水産省 １２６，５１０ １０９，４６０ △１７，０５０
⑶ 女性の経済的地位の向上と就業条件・環境の整備 農林水産省 ３２０，７０６ ４５０，００４ １２９，２９８
⑷ 女性が住みやすく活動しやすい環境づくり
⑸ 高齢者が安心して活動し，暮らせる条件の整備 農林水産省 ５，５３４ ５７，３９３ ５１，８５９

５ 男女の職業生活と家庭・地域生活の両立の支援 ６８３，０３４，８１３ ６９０，７８１，８７６ ７，７４７，０６３
（６６２，５１２，６０２） （６８０，０８６，５８５） （１７，５７３，９８３）

⑴ 仕事と家庭の両立支援と働き方の見直し 内閣府 ５５，０６３ ７３，３５５ １８，２９２
厚生労働省 ２，６３２，００８ ２，９７７，７７４ ３４５，７６６

（１７０，４７９，６７１） （１７６，６６２，８７３） （６，１８３，２０２） 労働保険
⑵ 多様なライフスタイルに対応した子育て支援策の充実 文部科学省 ３３，０９４，６８５ ２５，７３９，３４４ △７，３５５，３４１

厚生労働省 ６４６，８３１，５８０ ６６１，５７０，１２２ １４，７３８，５４２
（４９２，０２６，６７２） （５０３，４２０，３２０） （１１，３９３，６４８） 年金等

経済産業省 ４２０，０００ ４２０，０００ ０
⑶ 家庭生活，地域社会への男女の共同参画の促進 厚生労働省 １，４７７ １，２８１ △１９６

（６，２５９） （３，３９２） （△２，８６７） 労働保険
６ 高齢者等が安心して暮らせる条件の整備 ２，５３７，８５２，２８６ ２，６１１，９８５，０１３ ７４，１３２，７２７

（３８，７８６，２６０） （４６，７４０，６７３） （７，９５４，４１３）
⑴ 高齢者の社会参画に対する支援 文部科学省 ４０，２０６ ０ △４０，２０６

厚生労働省 １３，８５３，０１８ １３，７０２，８４０ △１５０，１７８
（３２，８８６，９５９） （３１，５４３，５６１） （△１，３４３，３９８） 労働保険

⑵ 高齢者が安心して暮らせる介護体制の構築 厚生労働省 ２，０２８，９４２，３８９ ２，０９０，５８０，６８８ ６１，６３８，２９９
（５，８９９，３０１） （１５，１９７，１１２） （９，２９７，８１１） 労働保険等

⑶ 高齢期の所得保障
⑷ 障害者の自立した生活の支援 厚生労働省 ４９４，４７９，３６５ ５０７，１５１，２４２ １２，６７１，８７７
⑸ 高齢者及び障害者の自立を容易にする社会基盤の整備 総務省 ４０４，３０８ ４２４，２４３ １９，９３５

経済産業省 １３３，０００ １２６，０００ △７，０００
７ 女性に対するあらゆる暴力の根絶 ４，９０９，２９９ ５，０１４，３３０ １０５，０３１
⑴ 女性に対する暴力の予防と根絶のための基盤づくり 内閣府 ４３，１３５ ３９，０１１ △４，１２４

警察庁 １１，５５２ １０，７７８ △７７４

（単位：千円）

資料 平成21年度男女共同参画推進関係予算額の概要 （男女共同参画の推進の見地から当面特に留意すべき事項）
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主 要 事 項 所 管 平成２０年度
予 算 額

平成２１年度
予 算 額

比 較
増 減 額

特別会計
の 名 称

厚生労働省 ２，３２８，７４４ ２，４７３，４０４ １４４，６６０
⑵ 配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護等の推進 内閣府 ３６，１２３ ３７，９７４ １，８５１

警察庁 １０，７４４ ４，９２６ △５，８１８
厚生労働省 ２，１７４，２５１ ２，１５９，５４４ △１４，７０７

⑶ 性犯罪への対策の推進 警察庁 １２５，０６７ １２５，０６７ ０
法務省 １３８，７２９ １３０，３４８ △８，３８１

⑷ 売買春への対策の推進 警察庁 ３，９１２ ３，６９６ △２１６
法務省 ２５，３６５ ２１，３３６ △４，０２９

⑸ 人身取引への対策の推進
⑹ セクシュアル・ハラスメント防止対策の推進 人事院 ３，２８８ １，１６９ △２，１１９
⑺ ストーカー行為等への対策の推進 警察庁 ８，３８９ ７，０７７ △１，３１２

８ 生涯を通じた女性の健康支援 ２４，３４８，０８３ ２８，２５３，３４９ ３，９０５，２６６
（２２，５８８，６６５） （２３，９３９，３１９） （１，３５０，６５４）
《３１１，７１９》 《２７７，７５０》 《△３３，９６９》

⑴ 生涯を通じた女性の健康の保持増進 文部科学省 ８９６，２５０ ５３０，４３３ △３６５，８１７
厚生労働省 １，９７９，２６２ １，９３７，１３８ △４２，１２４

（７，６１６，００３） （８，１４８，８１６） （５３２，８１３） 国立高度専門
医療センター等

《３１１，７１９》 《２７７，７５０》 《△３３，９６９》
⑵ 妊娠・出産等に関する健康支援 文部科学省 １２１，６８６ １２０，４１８ △１，２６８

厚生労働省 １０，９６１，２９６ １６，９３６，８１２ ５，９７５，５１６
（１４，５６０，２１３） （１５，３７７，３９９） （８１７，１８６） 年金等

⑶ 健康をおびやかす問題についての対策の推進 内閣府 ０ ３，７８０ ３，７８０
文部科学省 ２０，６３６ ３６，８７３ １６，２３７
厚生労働省 １０，３６８，９５３ ８，６８７，８９５ △１，６８１，０５８

（４１２，４４９） （４１３，１０４） （６５５） 国立高度専門
医療センター等

９ メディアにおける男女共同参画の推進 ２４２，７８３ ４７６，８５９ ２３４，０７６
⑴ 女性の人権を尊重した表現の推進のためのメディアの

取組の支援等
内閣府 ０ ５１，９６１ ５１，９６１
警察庁 １２１，２８４ １５９，９２６ ３８，６４２
総務省 ３１，４９９ ５０，９１３ １９，４１４
文部科学省 ９０，０００ ２１４，０５９ １２４，０５９

⑵ 国の行政機関の作成する広報・出版物等における性差
別につながらない表現の促進

１０ 男女共同参画を推進し多様な選択を可能にする教育・学
習の充実

１５５，９０９，２３５ １５５，８２０，９９５ △８８，２４０
（７４１，８００） （５７６，１１３） （△１６５，６８７）

⑴ 男女平等を推進する教育・学習 文部科学省 １３１，２６０，７６２ １３１，２５８，６５１ △２，１１１
⑵ 多様な選択を可能にする教育・学習機会の充実 文部科学省 ２４，５６１，８８３ ２４，４８９，３２１ △７２，５６２

厚生労働省 ８６，５９０ ７３，０２３ △１３，５６７
（７４１，８００） （５７６，１１３） （△１６５，６８７） 労働保険

１１ 地球社会の「平等・開発・平和」への貢献 ３７０，２７０ ３４０，１８０ △３０，０９０
⑴ 国際規範・基準の国内への取り入れ・浸透 内閣府 １９，０９０ ２１，０７９ １，９８９
⑵ 地球社会の「平等・開発・平和」への貢献 内閣府 １４，０７８ ２２，０５０ ７，９７２

外務省 ３１７，０５２ ２７７，９８２ △３９，０７０
農林水産省 ２０，５００ １９，０６９ △１，４３１

１２ 新たな取組を必要とする分野における男女共同参画の推進 ２，５４１，９３７ １，０９４，４９８ △１，４４７，４３９
⑴ 科学技術 文部科学省 １，９３８，８２０ ４４９，６７１ △１，４８９，１４９
⑵ 防災（災害復興を含む）
⑶ 地域おこし，まちづくり，観光 内閣府 １２，５２２ ０ △１２，５２２
⑷ 環境 環境省 ５９０，５９５ ６４４，８２７ ５４，２３２

小 計

合 計 ４，１５８，７４６，８００ ４，２７１，３１８，１４３ １１２，５７１，３４３
一般会計 ３，４１６，５１８，７１８ ３，５０２，０２３，６４９ ８５，５０４，９３１
特別会計 （７４１，９１６，３６３） （７６９，０１６，７４４） （２７，１００，３８１）
財政投融資 《３１１，７１９》 《２７７，７５０》 《△３３，９６９》

５９，１０２ １２９，３９３ ７０，２９１
１３ 計画の推進 内閣府 ４８，２００ １２０，４７３ ７２，２７３

法務省 １０，９０２ ８，９２０ △１，９８２

総 合 計

合 計 ４，１５８，８０５，９０２ ４，２７１，４４７，５３６ １１２，６４１，６３４
一般会計 ３，４１６，５７７，８２０ ３，５０２，１５３，０４２ ８５，５７５，２２２
特別会計 （７４１，９１６，３６３） （７６９，０１６，７４４） （２７，１００，３８１）
財政投融資 《３１１，７１９》 《２７７，７５０》 《△３３，９６９》

（単位：千円）

（備考） １．主要事項の１から１２は，「男女共同参画基本計画（第２次）」（平成１７年１２月２７日閣議決定）の第２部「施策の基本的方向と具体的施
策」の各重点分野に，主要事項の１３は，同計画の第３部「計画の推進」に，それぞれ対応している。

２．男女共同参画推進関係予算には，上記の表に記載された「男女共同参画の推進の見地から当面特に留意すべき事項」の他，「それ以
外の事項」として「国民年金及び厚生年金保険（国庫負担）」及び「特定障害者に対する特別障害給付金」（ともに「６ 高齢者等が
安心して暮らせる条件の整備」に該当）がある。

３．一般会計は括弧なし，特別会計は（ ），財政投融資は《 》で記載。
４．施策・事業の予算額のうち男女共同参画推進関係の金額が特掲できないものについては計上していない。
５．四捨五入により計が一致しないところがある。



１７４

主 要 事 項 予算額A
（千円）

決算額B
（千円）

差引額（A－B）
（千円）

１ 政策・方針決定過程への女性の参画の拡大 ４８，５５９ ３９，９２１ ８，６３８
⑴ 国の政策・方針決定過程への女性の参画の拡大 ８，５１８ ７，９６８ ５５０
⑵ 地方公共団体等における取組の支援，協力要請 １５，９９０ １１，１０１ ４，８８９
⑶ 企業，教育・研究機関，その他各種機関・団体等の取組の支援
⑷ 調査の実施及び情報・資料の収集，提供 ２４，０５１ ２０，８５２ ３，１９９

２ 男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し，意識の改革 ２５７，３８３ ２３１，１７２ ２６，２１１
⑴ 男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し １２，０５５ １２，０５５ ０
⑵ 国民的広がりを持った広報・啓発活動の展開 ２１３，１６４ １９１，６８４ ２１，４８０
⑶ 法律・制度の理解促進及び相談の充実 １０，５２８ １０，５２８ ０
⑷ 男女共同参画にかかわる調査研究，情報の収集・整備・提供 ２１，６３６ １６，９０５ ４，７３１

３ 雇用等の分野における男女の均等な機会と待遇の確保 ２６，５２３，７０２ ２１，０３７，０９５ ５，４８６，６０７
⑴ 雇用の分野における男女の均等な機会と待遇の確保対策の推進 ４３０，７５０ ４２７，８５４ ２，８９６
⑵ 母性健康管理対策の推進 ７２，０８１ ６０，１２５ １１，９５６
⑶ 女性の能力発揮促進のための援助 ２１，１０３，５５７ １６，２１７，００７ ４，８８６，５５０
⑷ 多様な就業ニーズを踏まえた雇用環境の整備 ３，０４５，３２４ ２，９２７，０２０ １１８，３０４
⑸ 起業支援等雇用以外の就業環境の整備 １，８７１，９９０ １，４０５，０８９ ４６６，９０１

４ 活力ある農山漁村の実現に向けた男女共同参画の確立 ３，９９２，１７９ ３，９３４，３７０ ５７，８０９
⑴ あらゆる場における意識と行動の変革 ３，８４５，２２０ ３，７８７，４１１ ５７，８０９
⑵ 政策・方針決定過程への女性の参画の拡大 １３９，７９１ １３９，７９１ ０
⑶ 女性の経済的地位の向上と就業条件・環境の整備
⑷ 女性が住みやすく活動しやすい環境づくり
⑸ 高齢者が安心して活動し，暮らせる条件の整備 ７，１６８ ７，１６８ ０

５ 男女の職業生活と家庭・地域生活の両立の支援 １，３２５，０４３，０６０ １，２１６，３９５，１６７ １０８，６４７，８９３
⑴ 仕事と家庭の両立支援と働き方の見直し １５７，５９３，９９０ １３０，８４４，８９７ ２６，７４９，０９３
⑵ 多様なライフスタイルに対応した子育て支援策の充実 １，１６７，４４１，６２３ １，０８５，５４２，８２３ ８１，８９８，８００
⑶ 家庭生活，地域社会への男女の共同参画の促進 ７，４４７ ７，４４７ ０

６ 高齢者等が安心して暮らせる条件の整備 ２，４７２，９６７，４５２ ２，３６７，６５８，１１４ １０５，３０９，３３８
⑴ 高齢者の社会参画に対する支援 ５４，５４３，０５４ ５１，７００，３９３ ２，８４２，６６１
⑵ 高齢者が安心して暮らせる介護体制の構築 １，９７０，７３３，６３６ １，９１６，７０２，５０８ ５４，０３１，１２８
⑶ 高齢期の所得保障
⑷ 障害者の自立した生活の支援 ４４７，２７３，７５６ ３９８，８３８，２０８ ４８，４３５，５４８
⑸ 高齢者及び障害者の自立を容易にする社会基盤の整備 ４１７，００６ ４１７，００５ １

７ 女性に対するあらゆる暴力の根絶 ２１１，６１８ １８９，７５７ ２１，８６１
⑴ 女性に対する暴力の予防と根絶のための基盤づくり ４７，２８９ ３６，０７０ １１，２１９
⑵ 配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護等の推進 １８，９３６ １０，６１５ ８，３２１
⑶ 性犯罪への対策の推進 １０４，６８７ １０３，２５０ １，４３７
⑷ 売買春への対策の推進 ３８，２８４ ３７，７９０ ４９４
⑸ 人身取引への対策の推進
⑹ セクシュアル・ハラスメント防止対策の推進 ２，０３２ ２，０３２ ０
⑺ ストーカー行為等への対策の推進 ３９０ ０ ３９０

８ 生涯を通じた女性の健康支援 ４２，７１８，２４１ ３９，３１６，３１２ ３，４０１，９２９
⑴ 生涯を通じた女性の健康の保持増進 ９，５５０，５３６ ８，２２４，６８０ １，３２５，８５６
⑵ 妊娠・出産等に関する健康支援 ２２，５１６，５９３ ２２，０５６，９８０ ４５９，６１３
⑶ 健康をおびやかす問題についての対策の推進 １０，６５１，１１２ ９，０３４，６５２ １，６１６，４６０

９ メディアにおける男女共同参画の推進 ２２６，５８７ ２０５，６８５ ２０，９０２
⑴ 女性の人権を尊重した表現の推進のためのメディアの取組の支援等 ２２６，５８７ ２０５，６８５ ２０，９０２
⑵ 国の行政機関の作成する広報・出版物等における性差別につながらない

表現の促進
１０ 男女共同参画を推進し多様な選択を可能にする教育・学習の充実 １４６，１７４，９４７ １４５，７５８，３２１ ４１６，６２６
⑴ 男女平等を推進する教育・学習 １２０，４２４，８０８ １２０，３３８，８２９ ８５，９７９
⑵ 多様な選択を可能にする教育・学習機会の充実 ２５，７５０，１３９ ２５，４１９，４９２ ３３０，６４７

１１ 地球社会の「平等・開発・平和」への貢献 ３９８，１８８ ３９２，１９０ ５，９９８
⑴ 国際規範・基準の国内への取り入れ・浸透 ２１，２５８ １５，２６０ ５，９９８
⑵ 地球社会の「平等・開発・平和」への貢献 ３７６，９３０ ３７６，９３０ ０

１２ 新たな取組を必要とする分野における男女共同参画の推進 １，４４７，４８３ １，３８９，４８２ ５８，００１
⑴ 科学技術 ８３３，１３４ ８１７，００４ １６，１３０
⑵ 防災（災害復興を含む）
⑶ 地域おこし，まちづくり，観光 ２３，７３５ １１，１０１ １２，６３４
⑷ 環境 ５９０，６１４ ５６１，３７７ ２９，２３７

１３ 計画の推進 ９６，８７６ ５１，９４９ ４４，９２７
合 計 ４，０２０，１０６，２７５ ３，７９６，５９９，５３５ ２２３，５０６，７４０

（備考） １．主要事項の１から１２は，「男女共同参画基本計画（第２次）」（平成１７年１２月２７日閣議決定）の第２部「施策の基本的方向と具体的施
策」の各重点分野に，主要事項の１３は，同計画の第３部「計画の推進」に，それぞれ対応している。

２．予算額については，決算額の算出が困難な事業等を除いた額としている。

資料 平成１９年度男女共同参画推進関係予算額の使用実績



資

料

１７５

目 標 直近値 調査時点 出 典
１． 政策・方針決定過程への女性の参画の拡大
⑴ ・社会のあらゆる分野において，２０２０年までに，指導的地位に女性が占

める割合が，少なくとも３０％程度になるよう期待する。そのため，政府
は，民間に先行して積極的に女性の登用等に取り組むとともに，各分野
においてそれぞれ目標数値と達成期限を定めた自主的な取組が進められ
ることを奨励する。

－

・平成２２年度頃までの政府全体としての採用者に占める女性の割合の目
安として，国家公務員Ⅰ種試験の事務系の区分試験（行政，法律，経済）
については３０％程度（平成１７年度２１．５％），その他の試験については，Ⅰ
種試験の事務系の区分試験の目標を踏まえつつ，試験毎の女性の採用に
係る状況等も考慮して，できる限りその割合を高めることを目標とする。

２４．２％ 平成２０年度 総務省・人事院「女
性国家公務員の採
用・登用の拡大状況
等のフォローアップ
の実施結果」

・育児休業，介護休暇等の取得促進を図り，代替要員の確保に努めると
ともに，各制度についての情報提供と理解促進に努める。特に，育児休
業については，育児休業取得率の社会全体での目標値（男性１０％）等を
踏まえ，育児休業取得率の低い男性職員の取得率の向上を図る。（平成
１６年度０．９％）

１．３％ 平成１９年度 人事院「一般職の国
家公務員の育児休業
等実態調査」

⑵ ・「地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律」に基づく
任期付短時間勤務職員の活用による代替要員の確保等により，地方公務
員の育児休業，育児のための部分休業，介護休暇（時間単位のものも含
む。）等の取得促進に向けた職場環境の整備を図るとともに，各制度に
ついての職員に対する情報提供に引き続き努めるよう要請する。特に，
育児休業については，育児休業取得率の社会全体での目標値（男性１０％）
等を踏まえ，育児休業取得率の低い男性職員の取得率の向上を図るよう
要請する。（平成１５年度０．５％）

０．８％ 平成１９年度 総務省「平成１９年度
地方公共団体の勤務
条件等に関する調査
結果」

⑶ ・国立大学協会報告書において策定した「２０１０年までに女性教員の割合
を２０％に引き上げる」という達成目標も踏まえ，各国立大学法人におけ
る女性教員の割合向上などの取組を要請する。（平成１０年度６．６％）

１０．１％ 平成２０年度 文部科学省「学校基
本調査」

２． 男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し，意識の改革
⑵ ・「男女共同参画社会」という用語の周知度を平成２２年までに１００％にす

る。（平成１６年５２．５％）
７９．６％ 平成１９年 内閣府「男女共同参

画社会に関する世論
調査」

３． 雇用等の分野における男女の均等な機会と待遇の確保
⑴ ・ポジティブ・アクションに取り組む企業の割合を平成21年度までに

４０％にする。（平成15年度２９．５％）
２０．７％ 平成18年度 厚生労働省「女性雇

用管理基本調査」
⑷ ・就業人口に占めるテレワーカーの比率を平成22年までに２０％にする。

（平成14年６．１％）
１０．４％ 平成17年

（平成１７年１２月～１８
年１月）

国土交通省「平成１７
年度テレワーク実態
調査」

５． 男女の職業生活と家庭・地域生活の両立の支援
⑴ ・概ね平成２６年度までに育児休業取得率を男性１０％，女性８０％にするこ

とを目指し，育児休業取得率の向上を図る。（平成１６年度男性０．５６％，
女性７０．６％）

１．５６％（男性）
８９．７％（女性）

平成１９年度 厚生労働省「雇用均
等基本調査」

・概ね平成２６年度までに小学校就学の始期までの勤務時間短縮等の措置
の普及率を２５％にすることを目指し，普及率の向上を図る。（平成１６年
度１０．５％）

１９．２％ 平成１９年度 厚生労働省「雇用均
等基本調査」

・長時間にわたる時間外労働を行っている者を平成２１年度までに１割以
上減少させる。（週労働時間６０時間以上の雇用者の割合 平成１６年
１２．２％）

１０．０％ 平成２０年 総務省「労働力調査」

・企業全体に係る労働者一人平均年次有給休暇の取得率を平成２１年度ま
でに少なくとも５５％以上にする。（平成１６年度４６．６％）

４７．７％ 平成１９年度 厚生労働省「就労条
件総合調査」

・ファミリー・フレンドリー企業の表彰企業数を平成２１年度までの累計
で７００企業にする。（平成１７年度までの累計２７０企業）

３２３企業 平成２０年度 厚生労働省資料

・次世代育成支援対策推進法に基づく認定企業（男性の育児休業取得実績
がある企業）の割合を平成２１年度までに計画策定企業の２０％以上にする。

２．１％ 平成２０年１２月末 厚生労働省資料

・一般事業主行動計画を策定し，次世代育成支援に取り組む大企業の割
合を平成２１年度までに１００％にする。

９８．０％ 平成２０年１２月末 厚生労働省資料

⑵ ・「待機児童ゼロ作戦」を推進し，待機児童５０人以上の市町村を中心に，
平成１９年度までの３年間で集中的に受入れ児童数の拡大を図り，平成２１
年度に２１５万人の受入れ児童数の拡大を図る。（平成１６年度２０３万人）

２１２万人 平成２０年４月 厚生労働省資料

・延長保育を推進し，平成２１年度までに１６，２００か所の保育所での実施を
図る。（平成１６年度１２，７８３か所）

１５，０７６か所 平成１９年度 厚生労働省資料

・休日保育を推進し，平成２１年度までに２，２００か所の保育所での実施を
図る。（平成１６年度６６６か所）

８７５か所 平成１９年度 厚生労働省資料

・夜間保育を推進し，平成２１年度までに１４０か所での実施を図る。（平成
１６年度６６か所）

７４か所 平成１９年度 厚生労働省資料

・放課後児童クラブについて平成２１年度までに１７，５００か所での実施を図
る。（平成１６年度１５，１３４か所）
→ 放課後児童クラブについて，「放課後子どもプラン」に基づき，平
成２１年度までに，原則として，すべての小学校区での実施を目指す。
（平成１７年５月１５，１８４か所）※平成１８年５月目標を改定

１７，５８３か所 平成20年度 厚生労働省資料

資料 男女共同参画基本計画（第２次）第２部における数値目標のフォローアップ



１７６

目 標 直近値 調査時点 出 典
・子育て中の親子が相談，交流，情報交換できる場を身近な場所に整備
するつどいの広場事業（平成１９年度からは，地域子育て支援拠点事業の
うち，ひろば型）を推進し，平成２１年度までに１，６００か所での実施を図
る。（平成１６年度１５４か所）

１，２５３か所 平成２０年度 厚生労働省資料

・保育所等において，専業主婦等が育児不安について専門家に相談した
り，地域の育児サークル活動を行うことのできる地域子育て支援セン
ター事業を推進し，平成２１年度までに４，４００か所での実施を図る。（平成
１６年度２，７８３か所）

３，４７８か所 平成１９年度 厚生労働省資料

・急な残業や子どもの急病等に対応し，臨時的，突発的な保育等を地域
における相互援助活動として行うファミリー・サポート・センター事業
の拡充を進め，平成２１年度までに７１０か所での実施を図る。（平成１６年度
３６８か所）

５７９か所 平成２０年度 厚生労働省資料

・保護者の疾病や育児疲れ，恒常的な残業などの場合における児童養護
施設等での児童の一時的な預かりを推進する。平成２１年度までにショー
トステイ事業について８７０か所，トワイライトステイ事業について５６０か
所での実施を図る。（平成１６年度それぞれ３６４か所，１３４か所）

５８４か所
（ショートステイ）

３０１か所
（トワイライトステイ）

平成１９年度 厚生労働省資料

・母子家庭等就業・自立支援センターを平成２１年度までに全都道府県・
指定都市・中核市に設置する。

１０３か所 平成２０年度 厚生労働省資料

・母子家庭等自立支援教育訓練給付金事業を平成２１年度までに全都道府
県・市等で実施する。

７８４か所 平成２０年度 厚生労働省資料

・母子家庭等高等技能訓練促進費事業による資格取得者総数を平成２１年
度までに１，３００人にする。（平成１６年度３５９人）

２，５４３人 平成１９年１２月 厚生労働省資料

７． 女性に対するあらゆる暴力の根絶
⑴ ・夫婦間における「平手で打つ」（平成１５年７３．７％）「なぐるふりをして，

おどす」（平成１５年５５．５％）の各行為について，暴力と認識する人の割
合を１００％に近づけることを目指す。

５８．４％
（平手で打つ）

５２．５％
（なぐるふりをして，
おどす）

平成２０年 内閣府「男女間にお
ける暴力に関する調
査」

８． 生涯を通じた女性の健康支援
⑴ ・成人の週１回以上のスポーツ実施率を平成２２年度までに５０％にする。

（平成１６年３８．５％）
４４．４％ 平成１８年 文部科学省資料

⑵ ・妊娠・出産について満足している者の割合を平成２２年までに１００％に
する。（平成１２年８４．４％）

９１．４％ 平成１７年度 厚生労働省資料

・母子保健の国民運動計画である「健やか親子２１」に掲げられた「妊娠
１１週以下での妊娠の届け出率を平成２２年までに１００％にする。（平成８年
６２．６％）」という目標の実現に向けた施策の推進を図る。

７０．１％ 平成１８年度 厚生労働省「平成１８
年度地域保健・老人
保健事業報告」

・母子保健の国民運動計画である「健やか親子２１」に掲げられた「母性
健康管理指導事項連絡カードを知っている妊婦の割合を平成２２年までに
１００％にする。（平成１２年度６．３％）」という目標も踏まえ，母性健康管理
指導事項連絡カードの活用を促進し，妊娠中及び出産後の女性労働者に
対する適切な母性健康管理の推進を図る。

１９．８％ 平成１７年度 厚生労働省資料

・母子保健の国民運動計画である「健やか親子２１」に掲げられた「不妊
治療を受ける際に，患者が専門家によるカウンセリングが受けられる割
合を平成２２年までに１００％にする。（平成１３年度２４．９％）」という目標の
実現に向けた施策の推進を図る。

４０．５％
（不妊カウンセラー）

３５．３％
（不妊コーディネーター）

平成１６年度 厚生労働省資料

・不妊専門相談センターを平成２１年度までに全都道府県・指定都市・中
核市で整備する。（平成１６年度９５か所中５１か所）

５６都道府県市 平成１９年度 厚生労働省資料

・特定不妊治療費助成事業を平成２１年度までに全都道府県・指定都市・
中核市で実施する。（平成１６年度９５か所中８７か所）

１０３都道府県市 平成２０年４月現在 厚生労働省資料

・周産期医療ネットワークを全都道府県で整備する。（平成１６年度２８都
道府県）

４５都道府県 平成２０年５月末現在 厚生労働省資料

⑶ ・HIV／エイズ及び性感染症について，児童生徒が正しい知識を身につ
けることができるように，啓発教材を作成し，平成22年までに全ての中
学生・高校生に配布する。

全ての中学生，高校
生に啓発教材を配布
済み

平成20年度 文部科学省資料

・薬物乱用の有害性について，児童生徒が正しい知識を身につけること
ができるように，啓発教材を作成し，平成２２年までに全ての中学生・高
校生に配布する。

全ての中学生，高校
生に啓発教材を配布
済み

平成20年度 文部科学省資料

・母子保健の国民運動計画である「健やか親子２１」に掲げられた「妊娠
中の喫煙・飲酒を平成２２年までになくす。（平成１２年喫煙率１０．０％，飲
酒率１８．１％）」という目標の実現に向けた施策の推進を図る。

７．３％，７．９％，８．３
％（喫煙率：それぞ
れ，３，４か月，１歳
６か月，３歳児健診
時 の 調 査 結 果）
１４．９％，１６．６％，１６
．７％（飲酒率：それ
ぞれ，３，４か月，１
歳６か月，３歳児健
診時の調査結果）

平成１７年度 厚生労働省資料



資

料

１７７

目 標 直近値 調査時点 出 典
１０． 男女共同参画を推進し多様な選択を可能にする教育・学習の充実
⑵ ・２０００年のミレニアム国連総会で合意された，２０１５年までにすべての教

育レベルにおける男女格差を解消することを達成目標としている「ミレ
ニアム開発目標」の実現に努める。

－

１２． 新たな取組を必要とする分野における男女共同参画の推進
⑴ ・女性研究者の採用の促進を図るため，総合科学技術会議基本政策専門

調査会の報告に示された目標値（各研究組織毎に，当該分野の博士課程
（後期）における女性割合等を踏まえつつ，自然科学系全体として２５％
（理学系２０％，工学系１５％，農学系３０％，保健系３０％））を目安とし，
各研究組織毎に，女性研究者の採用の数値目標の設定，達成のための努
力，達成状況の公開などが行われることを期待する。国は，各大学や公
的研究機関における取組状況や職階別の女性割合等を把握し，公表す
る。

１６％
（研究開発独法（２９
法人）全体で研究者
採用人数全体に占め
る割合）

平成１９年度 内閣府「独立行政法
人，国立大学法人等
の科学技術関係活動
に関する調査結果」

⑵ ・消防団における女性の活躍を促進し，全国の女性消防団員を将来的に
１０万人以上にする。（平成１６年１．３万人）

１．７万人 平成２０年 消防庁資料


